2003/07/10


	ＰＦＩによる京都府府営住宅常団地整備等事業

入 札 参 加 資 格 審 査 様 式 集



平成16年11月16日

京　　都　　府

１　入札説明会及び質問に関する提出書類

　　　　　　　様式１－１　入札説明会参加申込書

　　　　　　　様式１－２　入札説明書等に関する質問書

様式１－１
	        　　                             　　　　                平成　　年　　月　　日
 ＰＦＩによる京都府府営住宅常団地整備等事業
 入札説明会参加申込書
 　「ＰＦＩによる京都府府営住宅常団地整備等事業」の入札説明会に参加を申し込み
 ます。

	
	    企 業 名
	
	

	
	    部　　署
	
	

	
	    氏　　名
	
	

	
	    所 在 地
	
	

	
	    電話番号
	
	

	
	    Ｆ Ａ Ｘ
	
	

	
	    Eメール
 　アドレス
	
	

	
	    出席者名
	
	

	                        　     ◆入札説明会への参加は、１社３名までとします。


２　入札参加資格確認に関する提出書類

様式２－１　一般競争入札参加資格審査申請書

　　　　　　（入札参加表明書）

様式２－２　委任状（構成員→代表企業）

様式２－３　委任状（代表企業内）

様式２－４　入札参加要件等の確認書

様式２－５　グループ構成表及び役割分担表

様式２－６　設計に当たる者の参加資格要件に関する書類

様式２－７　建設に当たる者の参加資格要件に関する書類

様式２－８　維持管理に当たる者の参加資格要件に関する書類

様式２－９　事業実施体制

　　　　　
様式２－１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　　一般競争入札参加資格審査申請書

（入札参加表明書）

京都府知事 山田啓二  様

　　　　　　　　　　　　　　(代表企業)　所在地

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　  　印

平成16年11月16日付けで公告されたＰＦＩによる京都府府営住宅常団地整備等事業の一般競争入札に参加する資格の確認について、入札参加資格審査書類を添付して提出します。
なお、入札説明書に定められた入札参加要件等を満たしていること及び提出書類の記載事項並びに添付書類については事実と相違ないことを誓約します。
	参加グループ名


	

	代 表 企 業 名


	


様式２－１のつづき

	■構成員（１）

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印

	■構成員（２）

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印

	■受託会社（１）

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印

	■受託会社（２）

	商号又は名称
	

	所在地
	

	代表者名
	印


◆備考：構成員及び受託会社の記載欄が不足する場合は、本様式に準じて追加・作成してください
様式２－２

     委任状（構成員→代表企業）
平成　　年　　月　　日

京都府知事 山田啓二  様
	構 成 員


	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	構 成 員


	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

	受託会社


	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


◆備考：構成員及び受託会社の記載欄が不足する場合は、本様式に準じて追加・作成してくだい。
私は、下記の企業をグループの代表企業とし、ＰＦＩによる京都府府営住宅常団地整備等事業に関し、次のとおり権限を委任します。

	受 任 者

（代表企業）
	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印　　　

	委任事項


	1. 下記事業の入札に関する権限

2. 下記事業の入札に関して復代理人を選任する権限

	事 業 名
	ＰＦＩによる京都府府営住宅常団地整備等事業


様式２－３

委任状（代表企業内）
                                                         平成  　年  　月  　日

京都府知事 山田啓二  様
	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



私は、　　　　　　　　　　　　　を復代理人と定め、次のとおり権限を委任します。

	　受 任 者

(復代理人)


	住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


	委任事項


	１．ＰＦＩによる京都府府営住宅常団地整備等事業の入札に関すること


様式２―４

平成　　年　　月　　日　　

入　札　参　加　要　件　等　の　確　認　書

	No
	必要書類
	部　数
	応募者確認
	※府確認

	１
	会社概要
	１
	
	

	2
	会社定款（入札公告の日以降に交付されたも
の）
	１
	
	

	3
	印鑑証明書（入札公告の日以降に交付された
もの）
	１
	
	

	4
	使用印鑑届（様式は随意）（※１）
	１
	
	

	5
	府税納税証明書（※２）
	１
	
	

	6
	商業登記簿謄本

（入札公告の日以降に交付されたもの）
	１
	
	

	7
	企業単体の貸借対照表及び損益計算書

（※３）（各構成員の直近４年分）
	１
	
	

	8
	企業単体の減価償却明細表（※３）

（各構成員の直近４年分）
	１
	
	

	9
	連結決算の貸借対照表及び損益計算書

（※３）

（各構成員の直近１年分。ただし、連結対象
がある場合）
	１
	
	

	１0
	営業許可書・登録証明書等
	１
	
	


· No5及びNo10は、代表企業、構成員及び受託会社の全てについて添付書類を提出すること。

· No5及びNo10以外は、代表企業、構成員について添付書類を提出すること。

· （※１）参加表明書を除き、印鑑登録された印鑑以外を使用する場合に提出すること。

· （※２）様式２－４（別紙１・２）により府庁税務課、府広域振興局税務課又は府税事務所で　　　　　　　　　　　　　　　　　　　証明を受けること。写し不可

· （※３）有価証券報告書を作成している場合は、有価証券報告書の提出をもってこれに代えることができる。

　様式２－４（別紙１）
	受　付
年月日
	　　　　年　　　月　　　日
	
	　京都府収入証紙
  貼　　付　　欄

	受　付
番　号
	  第　　　　　　　　　　号
	
	

	
	
	
	

	
	
	

	府税納税証明請求書

	　使用目的
	  ＰＦＩによる京都府府営住宅常団地整備等事業の総合評価一般競争入札参加資格審査申請のため

	  証明事項
	  府税（個人府民税を除く。）について滞納がないこと。            
	 証明書の請求
 枚　　　　数
	 １ 枚

	    上記の事項を証明してください。
                                                        ※          年　　　　　　　月　　　　　　　日
                                                  様
                                                        ※　住　　　　　所
                                                        ※　氏　　　　　名                                   　　　　　印 


  注　府税には、付帯金を含みます。
　　  交付手数料（証明書１枚ごとに４００円）が必要です。
　　  請求者が納税者でないときは、必ず納税者等の委任状を添付してください。
　　 ※印の事項だけ記入してください。
　様式２－４（別紙２）                                                                               
	証　明
番　号
	　第　　　　　　　　　　号
	
	　※　住　所
	

	
	
	  ※　氏　名
	

	
	
	

	
	

	府税納税証明書

	　使用目的
	  ＰＦＩによる京都府府営住宅常団地整備等事業の総合評価一般競争入札参加資格審査申請のため

	  証明事項
	  府税（個人府民税を除く。）について滞納がないこと。
	  備　考
	

	    上記のとおり相違がないことを証明します。
                                                                    年　　　　　　　月　　　　　　　日
                                                                                                               　　 　 印 


  記入上の注意　※印の事項だけ記入してください。
様式２－５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

　グループ構成表及び役割分担表
■代表企業
	商号又は名称
所在地

	担当者　氏名
　　        所属
　　　　電話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　  電子ﾒｰﾙ

	＜役割＞
　　◆グループにおける役割や本事業における役割を簡潔に示してください。



■構成員

	商号又は名称
所在地

	担当者　氏名
　　　       所属
　　　       電話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　   電子ﾒｰﾙ

	＜役割＞
　


	商号又は名称
所在地

	担当者　氏名
　　           所属
　　　　   電話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　   電子ﾒｰﾙ

	＜役割＞
　



■受託会社

	 商号又は名称
 所在地

	担当者　氏名
　　　　    所属
　　　　    電話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　    電子ﾒｰﾙ

	＜役割＞
　


	商号又は名称
所在地

	担当者　氏名
　　　　　所属
　　　　　電話　　　　　　　　　　　　FAX

　　　　    電子ﾒｰﾙ

	＜役割＞
　



◆備考：構成員及び受託会社の記載欄が不足する場合は、本様式に準じて追加・作成してください。
様式２－６
平成　　年　　月　　日　
設計に当たる者の参加資格要件に関する書類
設計に当たる者の名称　　　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　
（ア）建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定による一級建築士事務所の登録をしていること。                
　　→一級建築士事務所登録通知書の写しを添付
（イ）過去10年以内に完工した、鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造で、５階建て以上の共同住宅（ワンルームマンション、寄宿舎及び寮等を除く。）の設計の元請としての実績があること。                                       
  　  →様式２－６（別紙１）を記載の上、必要書類を添付
様式２－６（別紙１）
平成　　年　　月　　日　
設計に当たる者の同種事業の実績調書
                                                                　　　           　                                                                                           商号又は名称　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　
	項　　　　　目
	Ｎｏ１
	Ｎｏ２
	Ｎｏ３

	事
業
名
称
等
	事　　　   業　    　　名
	
	
	

	
	発   　  注　     者   　  名
	
	
	

	
	実 施 場 所 (都道府県名･市町村名)
	
	
	

	
	契         約         金        額
	    　　　　　　　　　                      円
	    　　　　　　　　　                      円   
	   　　　　　　　　　                       円   

	
	期　　 　　　　　  　間
	　平成　年　月～平成　年　月
	　平成　年　月～平成　年　月   
	　平成　年　月～平成　年　月   

	
	受         注         形        態
	
	
	

	事
業
概
要
等
	規
模
	延      床      面     積
	                     　　　　　　　　　     ㎡
	                       　　　　　　　　　   ㎡   
	                       　　　　　　　　　   ㎡   

	
	
	高　　　　　　 さ
	                          　　　　　　　　　ｍ
	                     　　　　　　　　　     ｍ   
	                          ｍ   

	
	構
造
	構　　　　　　 造
	
	                               
	                               

	
	
	階　　　　　 　 数
	  地上　　階　・　地下　　階
	  地上　　階　・　地下　　階   
	  地上　　階　・　地下　　階   

	
	設     計      条      件      等
	
	
	


  ※　実績について、３事例以上ある場合は３事例まで記載すること。
事業実績に係る契約書の写し及び図面又は建築確認通知書の写しを添付すること。
様式２－７
平成　　年　　月　　日　
建設に当たる者の参加資格要件に関する書類
建設に当たる者の名称　　　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（ア）すべての者が満たすべき要件                                          
      ａ　入札参加者又は入札参加グループの構成員であること。                
　　　→様式２－５で確認
　  ｂ　建設業法（昭和22年法律第100号）に基づく建築工事業に係る特定建設業の許可を有していること。                                      
     　 →特定建設業の許可を有していることを証明する書類の写しを添付
　   ｃ　平成16年度京都府建設工事指名競争入札参加資格者のうち、「建築一式工事」の「Ａ等級」に認定されている者であること。                    
      　→府において確認
（イ）京都府内に建設業法に基づく主たる営業所を置く者を１以上含むものであること。
　　→所在を確認できる書類（法人登記等）の写しを添付
（ウ）建設業法第27条の23第1項に規定する経営事項審査を受け、入札参加表明書の提出期限日において、最新の経営事項審査結果通知書又は総合評定値通知書における建築一式工事の総合評点又は総合評定値が950点以上の者を１以上含むものであること。                                        
　　→経営事項審査結果通知書又は総合評定値通知書の写しを添付
（エ）提案内容の床面積（屋外附帯施設などすべての建物の合計の床面積をいう。）の２分の１以上の建設実績（国又は地方公共団体及びこれらに準じるものの発注で、入札参加表明日から過去10年以内に完工した鉄筋コンクリート造又は鉄骨鉄筋コンクリート造の建設工事の元請としての実績（共同企業体にあっては、出資比率が20パーセント以上の者に限る。）をいう。）がある者を１以上含むものであること。
    　→様式２－７（別紙１）を記載の上、必要書類を添付
様式２－７（別紙１）
平成　　年　　月　　日　
建設に当たる者の同種事業の実績調書
                                                                　　　           　     　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 商号又は名称　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　 　　
	項　　　　　目
	Ｎｏ１
	Ｎｏ２
	Ｎｏ３

	事
業
名
称
等
	事　　  　  業  　  　　名
	
	
	

	
	発     注      機      関      名
	
	
	

	
	実 施 場 所  (都道府県名･市町村名)
	
	
	

	
	契         約         金         額
	          　　　　　　　　　                円
	                       　　　　　　　　　   円   
	    　　　　　　　　　                      円   

	
	期　　　　　　　   　間
	　平成　年　月～平成　年　月
	　平成　年　月～平成　年　月   
	　平成　年　月～平成　年　月   

	
	受         注         形        態
	　　　単　体　／　Ｊ　Ｖ
    （出資比率　　　　　）
	　　　単　体　／　Ｊ　Ｖ           
（出資比率　　　　　）     
	　　単　体　／　Ｊ　Ｖ

   （出資比率　　　　　）     

	事
業
概
要
等
	規
模
	延      床      面      積
	               　　　　　　　　　           ㎡
	                       　　　　　　　　　   ㎡   
	                       　　　　　　　　　   ㎡   

	
	
	高　　　　　　 さ
	                       　　　　　　　　　   ｍ
	   　　　　　　　　　                       ｍ   
	                        　　　　　　　　　  ｍ   

	
	構
造
	構　　　　　　 造
	
	                               
	                               

	
	
	階　　　　　　 数
	  地上　　階　・　地下　　階
	  地上　　階　・　地下　　階   
	  地上　　階　・　地下　　階   

	
	条      　　 件　　       等
	
	
	


※　実績について、３事例以上ある場合は３事例まで記載すること。
事業実績に係る契約書の写し及び図面又は本工事費内訳書を添付すること。
様式２－８

平成　　年　　月　　日　
維持管理に当たる者の参加資格要件に関する書類
維持管理に当たる者の名称　　　　　　　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（ア）過去５年以内に共同住宅（自社の寮、社宅等を除く。）の維持管理（建築物又は建築設備の保守管理）の実績を有すること。            
　　→様式２－８（別紙１）を記載の上、必要書類を添付
（イ）別に定める要求水準書第２の２の(2)のアの(ｲ)の④に定める保守、点検に基づいて、業務上必要な資格者を配置できること。
　　→様式２－８（別紙２）を記載の上、必要書類を添付
（ウ）（イ）に定める必要な資格を有する者と委託契約又は下請負契約により各業務を行おうとする場合は、契約の相手方としての予定者が存在すること。
　　→様式２－８（別紙２）を記載の上、必要書類を添付
（エ）維持管理に当たる者は、業務単位で複数でも可とする。
様式２－８（別紙１）
平成　　年　　月　　日　
維持管理に当たる者の同種事業の実績調書
                                                                　　　           　    　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  商号又は名称　　　　　　　　　｜　　　　　　　　　　　 　　　
	項　　　　　目
	Ｎｏ１
	Ｎｏ２
	Ｎｏ３

	事
業
名
称
等
	事　　  　  業　   　　名
	
	
	

	
	発         注         者         名
	
	
	

	
	実 施 場 所 (都道府県名･市町村名)
	
	
	

	
	契         約         金        額
	  　　　　　　　　　                        円
	                        　　　　　　　　　  円   
	   　　　　　　　　　                       円   

	
	期　　        　　　  　間
	　平成　年　月～平成　年　月
	　平成　年　月～平成　年　月   
	　平成　年　月～平成　年　月   

	
	受         注         形        態
	
	
	

	事
業
概
要
等
	規
模
	延      床      面      積
	                        　　　　　　　　　  ㎡
	                       　　　　　　　　　   ㎡   
	                        　　　　　　　　　  ㎡   

	
	
	高　　　　 　　 さ
	                        　　　　　　　　　  ｍ
	  　　　　　　　　　                        ｍ   
	                        　　　　　　　　　  ｍ   

	
	構
造
	構　　　　　　  造
	
	                               
	                               

	
	
	階　　　　　  　 数
	  地上　　階　・　地下　　階
	  地上　　階　・　地下　　階   
	  地上　　階　・　地下　　階   

	
	維 持 管 理 業 務 の 内 容


	
	
	


 ※　実績について、３事例以上ある場合は３事例まで記載すること。
事業実績に係る契約書の写し及び管理計画等に係る資料を添付すること。
様式２－８（別紙２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日維持管理に当たる者の配置予定資格者調書
	保守点検区分
	資格区分
	資格者名
	
	確認欄

	
	
	
	所属企業名
	請負者区分
	

	昇降機設備保守点検業務
	建築基準法施行規則第４条の２０に規定する者
	
	
	構成

受託

下請
	昇降機検査資格者認定書の写しを添付

	消防用設備等点検業務
	平成１２年消防庁告示第２４号に規定する者
	
	
	構成

受託

下請
	消防設備士免状又は消防設備点検資格者を証明する書類の写しを添付

	受水槽等清掃業務
	建築物環境衛生管理技術者
	
	
	構成

受託

下請
	建築物環境衛生管理技術者免状の写しを添付

	
	又は、同等以上の知識、経験を有すると認められる者
	
	
	構成

受託

下請
	貯水槽清掃作業監督者講習会終了証書の写しを添付

	給排水ポンプ保守点検業務
	給排水ポンプ保守点検業務を停滞なく実施しうる能力を持っていること。
	
	
	構成

受託

下請
	能力を持っている・持っていない
（いずれかに○を記載すること｡）

	
	舞鶴市内に業務従事者が所属する会社があり、緊急時の対応ができること。
	
	
	構成

受託

下請
	業務従事者が所属する会社の所在を確認できる書類の写しを添付

	
	舞鶴市水道事業管理者による公認業者又は公認業者の協力が得られること。
	
	
	構成

受託

下請
	舞鶴市水道事業管理者の公認業者であることを確認できる書類の写しを添付

	
	給水設備の点検補修を業務従事者で実施できること。
	
	
	構成

受託

下請
	実施できる　・　実施できない
（いずれかに○を記載すること｡）

	
	補修及び修繕時には電気工事士の資格を有する者の協力を得て実施できること。
	
	
	構成

受託

下請
	電気工事士の資格を証明する書類の写しを添付

	団地周辺テレビ共聴設備保守点検業務
	有線テレビジョン放送技術者認定試験に合格した者
	
	
	構成

受託

下請
	有線テレビジョン放送技術者認定試験の合格を証明する書類の写しを添付


※　請負者区分欄には、構成員の場合は「構成」、受託会社の場合は「受託」、下請会社の場合は「下請」に○を記載すること。

様式２－９

事業実施体制
	


◆備考： Ａ４版１枚もしくはＡ３版１枚折込みで記載すること。

３　辞退等に関する提出書類

様式３－１　入札辞退届

様式３－２　グループ構成員等変更届

様式３－１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成　　年　　月　　日

入札辞退届
京都府知事 山田啓二  様
平成16年11月16日付けで公告されたＰＦＩによる京都府府営住宅常団地整備等事業の入札を辞退します。

	代表企業
	 商号又は名称
 所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印

 　


様式３－２  

                                                              平成　　年　　月　　日
グループ構成員等変更届
京都府知事 山田啓二  様
平成16年　月　日に提出しましたＰＦＩによる京都府府営住宅常団地整備等事業に係る一般競争入札参加資格申請書について、構成員等を変更したいので、グループ構成員等変更届及び資格申請に関する書類一式を提出します。

なお、入札説明書に定められた応募要件等を満たしていること及び応募提出書類の記載事項並びに添付書類については事実と相違ないことを誓約します。

	代表企業


	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
 　

	■構成員の変更

	新構成員

      
	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  印

	旧構成員
	商号又は名称
所在地
代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印



	· 変更理由



	変更理由

	


· 受託会社の場合は、構成員を受託会社に訂正して作成してください。

◆ 記載欄が不足する場合は、本様式に準じて追加・作成してください。
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